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Ⅰ．緒言
　男女雇用機会均等法改正（1997 年、平成 9 年）に
よりセクシャルハラスメントの防止が法制化された
ものの、職場における精神的ないじめ、いわゆるパ
ワーハラスメントが注目され始めたのは極めて最近
のことである。その背景要因のひとつとして、我が
国の年間の自殺者数の増加があり、それによって
2006 年（平成 18 年）には自殺対策基本法の制定、
取り組みとして職場でのメンタルヘルスへのサポー
トが義務化されたことが指摘できる。1997 年から
2011 年までの 15 年間に亘り年間 3 万人を超え続け
た我が国の自殺者数は、現在は 3 万人を下回ったも
のの深刻な状況が今もなお続いている。自殺の動機
にうつ状態等の健康問題や勤務体制の問題が指摘さ
れていることは周知の事実である。労働者のうつ状
態を引き起こす最大の要因は、職場の人間関係にあ
るとされ（労働者健康状況調査、厚生労働省）、そ
の人間関係を根本から揺るがす要因のひとつとして
職場のハラスメント被害が指摘されている。これ
は、「職場におけるメンタルヘルス対策検討会報告
書」（厚生労働省、2010）に自殺の危機経路の一つと
して「職場のいじめ→うつ→自殺」という定式が記

されていることからも明らかである。厚生労働省
（以下厚労省）が 2012 年（平成 24 年）3 月に「職場
のパワーハラスメントの予防・解決に向けた提言」
を公表し、国として職場のパワーハラスメントに関
する実態調査を行った結果、過去 3 年間にパワー
ハラスメントを受けたと回答した労働者は約 25％
で、4 人に 1 人の割合で発生している実態が明らか
になった。一方、医療現場においては、医療技術の
高度化や平均在院日数の短縮といった医療施策を背
景に看護者の需要が高まっている。しかし、看護師
を含む医療・福祉職の離職率は 15.9％で他の業種が
10％前後であることに比べて高く（2011 年（平成
23 年）度雇用動向調査、厚労省）、社会問題となっ
ている。
　看護師の離職に関する従来の研究では、職場の過
度なストレス（谷口、2004）や組織風土（田邊ら、
2011）の視点から報告があり、その中で職場の人間
関係の問題が指摘されている。職場の人間関係を根
本から揺るがすハラスメントに関しては、被害実態
の報告（梅尾、2012；和田ら、2011；黒田、2010）
に留まっており、看護職におけるハラスメント被害
を予防するためのガイドラインはいまだに検討され
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ていないのが実情である。離職の要因であることも
踏まえると、こうしたハラスメント被害は看護の質
にも悪影響を与えていると推測され、予防するガイ
ドラインは必須の課題であるといえる．そのために
は、看護職におけるハラスメント被害を適切に測定
するための尺度開発が望まれる。
　本研究は、看護職者の職場ハラスメント被害に焦
点を当て、予防的介入指針を得ることをねらいとし
て、いまだ職場ハラスメントに関する適切な測定尺
度が開発されていないことを勘案し、因子構造の側
面からみた構成概念妥当性の検討と、内的整合性の
側面からみた信頼性の検討を基礎に、職場ハラスメ
ント被害に関するストレス認知測定尺度を開発する
ことを目的とした。

Ⅱ．方法
⑴　調査対象と倫理的配慮
　調査対象は A 県の保健福祉施設・病院等一覧名
簿に記載されている医療施設 170 箇所から無作為に
抽出し調査研究の同意の得られた 8 施設に勤務する
看護職者とした。調査は無記名自記式の質問紙調査
で、研究の同意が得られた前記施設の看護管理者

（調査員）を介して質問紙調査票を配布した。質問
紙調査票には、研究の趣旨および倫理的配慮を明記
した。倫理的配慮として、研究の同意は個人の意思
に基づくこと、回収後は鍵をかけた場所に保管する
こと、質問紙は研究終了後に再生不可能な状態にし
て破棄すること、公表する際にはプライバシーが保
護されることを明記した。また、研究対象者には質
問紙調査票の返送を持って同意が得られたものとし
て回答を依頼した。調査期間は 2013 年 12 月〜 2014
年 1 月の約 2 か月間であった。調査に際して、著者
らが所属する機関の倫理委員会の承認を得た（承認
番号 321）。

⑵　調査内容
　調査内容は対象者の基本的な属性（性、年齢、勤
務年数）とハラスメントの項目で構成した。ハラス
メント項目は、Negative Act Questionnaire：NAQ

（Einarse ら、1997）、Negative Act Questionnaire-
Revised：NAQ-Rの日本語版（高木ら、2010；津野ら、
2010）、Work Harassment Scale：WHS（Biorkqvist 
Kaj ら、1994）、Work Bullying in Nurse（Quine L
ら、2001）、Leymann Inventory of Psychological 

Terrorization：LIPT-60（Leymann Heinz ら、
1990）、IVAPT-PANDO 尺 度 日 本 語 版（PANDO 
Moreno Manuel ら、2013）など、従来の研究を参
考に、さらに医療保健福祉の分野を専門とする大学
教員および医療保健福祉の現場で就労している看護
職員らによるブレーンストーミングを基礎に、最終
的に業務の遂行上でなされる仕事関連ハラスメント
21 項目とそれ以外でなされる個人関連ハラスメント
21 項目の、計 42 項目を調査項目として準備した。
回答は、それらの調査項目に対してストレスをどの
程度感じたことがあるかを 3 件法（「0 点：ない」「1
点：ある」「2 点：とてもある」）で回答を求めた。回
答の得点化については、得点が高いほどストレスと
して認知していることを示すよう設定した。

⑶　統計解析
　統計解析では、第一次因子を仕事関連ハラスメン
トと個人関連ハラスメント、第二次因子をハラスメ
ントとした 42 項目で構成されるハラスメント尺度
の妥当性と信頼性を検討した。尺度の妥当性は因子
構造の側面からみた構成概念妥当性を確認的因子分
析により検討し、信頼性は Cronbach のα信頼性係
数を用いて検討した。ただし、前述したハラスメン
ト尺度の妥当性が支持されない結果を示した場合、
項目間の相関分析および同時複数項目削減相関係数
法（服部、1991）を用いて尺度を構成する項目の精
査し、再度、尺度の妥当性・信頼性を検討するもの
とした。項目を精査する具体的な手順は、まず、冗
長性の高い測定項目を削除することを目的に、仕事
関連ハラスメント 21 項目間と個人関連ハラスメン
ト 21 項目間の多分相関係数（ポリコリック相関係
数）を算出し、その数値が 0.8 を上回る項目ペアの
どちらか一方を削除した。その後、残されたすべて
の項目において、尺度の内的整合性を低下させる項
目を削除することを目的に、修正済み項目合計相
関係数（CITC : Corrected Item Total Correlation）
を多分系列相関係数（ポリシリアル相関係数）で算
出し、その値が 0.4 未満を示した項目は削除するも
のとした。
　上記の因子構造モデルのデータに対する適合性の
判定には、適合度指標Comparative Fit Index（CFI）
と Root Mean Square Error of Approximation

（RMSEA）を採用し、パラメータの推定は重み付
け最小二乗法の拡張法（Weighted Least Squares 
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Means and Variance Adjusted： WLSMV）を採用
した。CFI は一般的に 0.9 以上であればデータにあ
てはまっていると判断される。RMSEA は 0.05 以下
であればモデルのデータへのあてはまりがよく、0.1
以上であれば当てはまりがあまりよくないと判断さ
れる（豊田、2007）。前記分析モデルの標準化係数

（パス係数）の有意性は、非標準化係数を標準誤差
で除した値の絶対値が 1.96 以上（5％有意水準）を
示したものを統計学的に有意とした。本研究の分析
には SPSS　Statistics 22.0 および M-Plus7.2 を使用
した。
　集計対象は回収された 248 人（配布数 450 人）の
調査票うち、ハラスメントの回答に欠損を有さない
231 人とした。

Ⅲ．結果
⑴　集計対象の属性分布
　集計対象の属性を表 1 に示した。性別は男性が 6
人（2.6%）、女性が 225 人（97.4%）で、年齢の平均
は 44.4 歳で、23 〜 72 歳の範囲であった。勤務歴は
5 か月から 39 年であった。（表 1）

⑵　尺度の構成概念妥当性と信頼性の検討
　ハラスメントの回答分布を表 2 に示した。仕事関
連ハラスメントおよび個人関連ハラスメントの回答
の「あった」「とてもあった」の割合に着目すると、
仕事関連ハラスメントで最も多い上位 5 項目は、

「x11．自分の仕事のやり方について非難される」67
人（29.0%）で、次いで「x3．自分の仕事や努力を
認めてもらえない」52 人（22.5%）、「x1．仕事で必
要な情報が自分にだけ提供されない」「x4．自分の仕
事が根拠のない方法で不当に低く評価される」38 人

（16.5%）、「x5．自分は能力がなくダメな人間である
と思いこまされる」、「x10．自分の仕事上の意見や
見解が無視される」35 人（15.2%）の順であった。
　個人関連ハラスメントでは、「x27．自分とは表面
的な付き合いしかしてくれない」29 人（12.6%）が
最も多く、次いで「x23．自分を無視した態度をと
る」24 人（10.4%）、「x36．とても傷つくことを言

われる」20 人（8.7%）、「x29．自分に対して嫌味な
視線を向けたり、否定的な態度をとる」「x35．自分
について悪意のある噂が広められる」17 人（7.4%）
の順であった。
　仮定した仕事関連ハラスメント 21 項目、個人関
連ハラスメント 21 項目からなる 2 因子二次因子モ
デルのデータへの適合性を確認的因子分析により
検討した。その結果、適合度指標は CFI=0.704、
RMSEA=0.087 であり統計学的許容水準を満たさな
かった（図 1）。

　このため尺度の修正を行った。まず、仕事関連ハ
ラスメント 21 項目間の多分相関係数を算出したと
ころ、その数値が 0.8 以上は 11 ペアであった（表
3-1）。このうちのいずれか一方の 7 項目（x1、x4、
x8、x9、x14、x15、x19）を任意に削除した。同様
に個人関連ハラスメント 21 項目では 45 ペアあった

（表 3-2）。このうちいずれか一方の 10 項目（x24、
x26、x31、x33、x34、x36、x38、x40、x41、x42）
を任意に削除した。次に、残った 25 項目で CITC
を算出したところ、5 項目（x18、x20、x21、x30、
x32）が 0.4 以下であったためこの項目を削除した

（表 2）。
　以上の手順で残った仕事関連ハラスメント 11 項
目、個人関連ハラスメント 9 項目で構成されるハラ
スメント尺度の 2 因子二次因子モデルの因子構造の
側面からみた構成概念妥当性を、確認的因子分析に 
より検討したところ、RMSEA=0.017、CFI=0.994
であり統計学的許容水準を満たしていた。（図 2）。
内的整合性としての Cronbachʼs α係数は 0.891 で
あった。
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表１　対象者の基本的属性

図１　ハラスメント尺度試案の確認的因子分析の結果

現施設での勤務日数
平均年齢±SD（範囲）
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表２　ハラスメントの項目の回答分布
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表３－１　仕事関連ハラスメント項目間の相関係数

4 

表３－２　個人関連ハラスメント項目間の相関係数
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Ⅳ．考察
　本研究は、看護職者の職場ハラスメント被害に焦
点を当て、予防的介入指針を得ることをねらいとし
て、因子モデルの側面からみた構成概念妥当性の検
討ならびに内的整合性の側面からみた信頼性の検
討を基礎に、職場ハラスメント被害に関するスト
レス認知測定尺度の開発を目的として行った。本調
査では集計データとして 231 サンプルが確保でき
た。構造方程式モデルを用いた解析には通常 200 サ
ンプル程度を満たす必要があるとされている（豊
田、2011）が、本調査ではそれを満たすことができ
た。構造方程式モデリングは予め仮定した因果関係
のデータへの適合性を検討する最適な統計手法であ
り、その選択は本研究の目的を勘案するなら適切な
ものであると判断できる。また、本研究では因子構
造モデルとして二次因子モデルを採用した。二因子
については、業務の遂行上でなされる「仕事関連ハ
ラスメント」とそれ以外でなされる「個人関連ハラ
スメント」とした。職場のパワーハラスメントは、

「同じ職場で働く者に対して、職務上の地位や人間
関係などの職場内の優位性を背景に、業務の適正な
範囲を超えて、精神的・身体的苦痛を与えるまたは
職場環境を悪化させる行為」と定義されている（職
場のいじめ・嫌がらせ問題に関する円卓会議ワーキ
ンググループ報告、厚労省）。厚労省の定義による
とハラスメント被害の状況が「業務の適切な範囲を

超えて」とあるように、業務に関することに留まら
ないことを指摘しており、本研究では「個人関連」
を加えた因子を想定した。また、職場のパワーハラ
スメントの行為類型に、①身体的な攻撃、②精神的
な攻撃、③人間関係からの切り離し、④過大な要
求、⑤過小な要求、⑥個の侵害、があることも報告
されており、本研究により開発した尺度としての 20
項目は、①身体的攻撃を含まない残りの 5 項目の全
てが含まれた内容となり職場でハラスメント被害を
受けている看護師のストレス認知を測定できる有用
な尺度であると推察される。
　最終的に 20 項目で構成した 2 因子二次因子モデ
ルの構成概念妥当性を、確認的因子分析により検討
し統計学的許容水準を満たしていたことにより、概
念的に一次元性を備えた測定尺度を得ることができ
た。これはネガティブなストレス認知の脅威という
概念が統計学的に支持されたことを意味しており、
学問的な視点から見ても、従来にはない有用な測定
尺度が開発されたと推察される。
　人間のライフステージにおいて、職場における人
間関係の構築や役割遂行が重要な発達課題であると
エリクソン（1959）やハビガースト（1953）の理論
で述べられている。職場は人生の中の多くの時間を
過ごし、多様な人間関係を構築する場であり、生き
る上で重要な環境であるといえる。そうした環境で
起きるハラスメント被害は、そこで働く者の仕事へ
の意欲低下に留まらず、発達課題を遂行できないこ
とによる負の影響は多大であり、最終的に自殺と
いった生命の危機を招くことがあり得ることも記憶
にとどれなければならない。従って職場におけるハ
ラスメント被害に着目することは生涯の生きがいを
はじめとした心の健康づくりという面からも重要で
あるといえる。
　本研究では前述の通り看護職者に焦点をあて尺度
の開発を行った。看護職者は、業務内容、勤務形
態、人間関係をはじめとした様々なストレス要因を
抱えており（河本ら、2009；樽原ら、2012；一瀬
ら、2007）、離職の問題は看護界の長期に亘る課題
として取り上げられている。医療制度の変革により
看護師の確保が必要とされる中で、離職の要因に職
場の人間関係があることを踏まえると、ハラスメン
ト被害に着目した本研究は職場環境の改善に対する
示唆を与えるという点においても意義があると考え
る。加えて、看護師が医療事故あるいは医療過誤を

図２　修正したハラスメント尺度試案の確認的因子分析
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引き起こす背景にも職場内の対人関係に問題があ
ることについて指摘されている（大内、2010）。ま
た、職場でのいじめと PTSD との関係性についても
報告（津野、2011）がある。ハラスメント被害を受
けた結果として、離職や転職、心的外傷やメンタル
ヘルスの低下、患者の命を脅かすことにつながる医
療事故との関連が指摘されているがいずれにおいて
も関係性は検証されていない。一方、ハラスメント
被害を受ける要因として、小田部ら（2010）のアカ
デミックハラスメントに関する研究では、ハラスメ
ント発生に関して個々人のパーソナリティ特性も密
接に関係していることを指摘している。看護職者の
職場で起こるハラスメント被害に関しても個人的特
性を抜きには結論づけられないとも推察され、本研
究では「個人特性」を加えた。また、従来の研究に
よれば、職場のハラスメントは基本的には組織病理
の問題であり、組織的に適切な対策を講じなければ
組織の責任問題である（原谷、2008）といわれるこ
とからも明らかなように、組織的な要因も考えられ
る。このようなことを踏まえたハラスメント被害の
発生メカニズムや被害がもたらす看護師への種々の
インパクトを総合的に検討した研究は皆無であり、
そのアプローチが急がれよう。本研究で開発した尺
度は、ハラスメント被害者がどのような出来事を心
理的ストレッサ―としてとらえているかの検討を可
能にする。また、本尺度を活用することにより、ハ
ラスメント被害の発生メカニズムや被害がもたらす
看護師への種々のインパクトとの関係性を明らかに
することができれば、具体的な予防対策に繋がり、
ひいては看護の質の向上に繋がるといえ、臨床的に
意義深いものと推察される。
　以上、本研究ではハラスメント被害をストレス認
知の側面から把握する測定尺度の開発を行った。測
定尺度の内容は概念的に一元化され、それはネガ
ティブなストレス認知の脅威という概念が統計学的
に支持される結果であった。今後は、本尺度を用い
た職場ハラスメントの発生メカニズムの学問的な解
明を通して職場ハラスメントの発生予防に資する業
績の蓄積が急がれる。

付記
　本研究は JSPS 科研費 26463293 の助成を受けた
ものである。
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Development of an appraisal scale on workplace harassment abuse for 
nurses
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Abstract　The purpose of this research was to develop a workplace harassment abuse scale for nurses 
to understand and evaluate their stress. We conducted a questionnaire survey on 450 nurses in hospitals 
and welfare facilities in Prefecture A, Japan. A 42-item survey generated from a review of the available 
literature was administered. A hypothetical higher-order factor analysis model for statistical analysis 
was constructed to assess goodness of fit, and a confirmatory factor analysis was used to determine the 
validity. The items in the above-mentioned model that were not statistically significant in the goodness of 
fit assessment were deleted. Next the remaining items with correlation coefficients above 0.8 were deleted, 
and finally, items with less than a CITC of 0.4 were deleted. The remaining items determined to be included 
in the goodness of fit assessment were reevaluated. Consequently, 20 items remained, and a survey was 
developed with items that were validated for the goodness of fit through the confirmatory factor analysis. 
The validity and reliability of this “an appraisal scale of workplace harassment abuse for nurses” included 
11 items for workplace harassment and 9 items for other than workplace, personal harassment were found 
to be statistically significant. These findings suggested that using this harassment scale maybe useful for 
evaluating the development of a support system for nurses. 

Keyword：nurses，harassment abuse，scale.
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